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アパレル産業の市場構造

浦 上 拓 也* ・ 武 学 穎**

要旨　本研究は，日本のアパレル産業の市場構造について，分析することを目的としている。

本論文で明らかにされた点は以下の通り。まず，製造業・卸売業・小売業のすべてにおいて，

他産業および産業合計と比較して事業所数・従業者数において大きく減少し，製造業におい

ては製造品出荷額等，卸売業・小売業においては商品販売額がそれぞれ減少していることが

明らかとなった。次に，アパレル製品市場別にみると，学生服を除くすべての製品市場にお

いて４社集中度（CR４）は１９９０年以降横ばいもしくは減少したことが明らかとなった。さら

に，SPA の市場規模については検討したところ，アパレル全体の小売は減少しているにも関

わらず，SPA の市場規模は大きく増加していることが明らかとなった。 後に，全消費支出

に対するアパレル商品に対する消費支出を検討したところ，１９７０年に対して２０１４年において

は消費支出のシェアは約２分の１程度までに減少したことが明らかとなった。

キーワード　アパレル産業，市場集中度，アパレル消費支出
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Abstract　The purpose of this article is to analyze the market structure of the Japa-

nese apparel industry.　The obtained results are as follows: Firstly, the number of 

firms and employees of apparel manufacturers, wholesalers and retailers have been 

decreasing.　Furthermore, product shipment value of apparel manufacturers and 

product sales amount of wholesalers and retailers has been decreasing.　Secondly, 

CR４（４-firm concentration ratio）for all markets without school uniform market 

has been stable or slightly decreasing since １９９０.　Thirdly, although sales of the en-

tire apparel market have been decreasing, sales in the SPA markets have been increasing. 

Finally, the ratio of consumer expenditure on apparel products to total consumer 

expenditure in ２０１４ had become one half of that of in １９７０.

Key words　Apparel industry, Concentration ratio, Consumer expenditure on apparel 

products
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１．は　じ　め　に

日本のアパレル産業は戦後に大きく成長を開始した産業の一つである。終戦直後の日本

では，食料品や衣料品が配給制だったため，消費者は満足に衣服を購入することができな

かった。１９５０年には配給制が全面禁止となり，既製服業界の生産活動もセールス活動も自

由に行うことができるようになった。繊研新聞社（２００９）では，「５０年代後半からの高度

経済成長期の中で，それまで男性はテーラー，女性は洋裁店か家庭で服を「仕立て」てい

たが，百貨店の品揃えの拡大と合繊メーカーへの販促キャンペーンの効果などから，既製

服＝「つるし」への意識が変化し，購買意欲が高まった。６０年代に入ると，量販店の台頭

もあり，既製服の比率は，６９年に初めて紳士背広で４割を超え，７２年には５割を突破，婦

人スーツも６割を超えた」と述べている。このように１９６０～１９７０年代は日本のアパレル産

業は も成長した時期となった。当時の経済の右肩上がりの成長を支えていたのは百貨店

での販売員派遣と委託販売であると繊研新聞社（２００９）で指摘している。また日本アパレ

ル業界においてきわめて特色を有するのが返品制である。（岡本，１９９６；小原，１９９９；倉

澤他，２００２：繊研新聞社，２００９）アパレル企業は自社販売員を売り場に派遣して顧客と売

り場の情報を収集し，それを商品企画に生かして売れ残った商品はアパレル企業に返品す

るという制度であった。こうして，百貨店に自社で企画した商品を販売する企業としての

「アパレル製造卸」が主役に躍りだす。百貨店や専門店のバイヤーとの密接な情報交換を

通じ，商品企画に生かし流行に沿った製品を短納期で生産可能とするビジネス戦略で成長

したのである。

また，アパレルは産業としての現在の姿を確立したのもこの１９６０年代であったと伊丹

（２００１）は指摘している。伊丹（２００１）によると，「６０年代末にアパレルメーカーの海外展

開もはじまった。展開の仕方には二つの方向があった。一つは安価の労働力を求めての東

南アジアへの工場進出である。これには，進出先の市場開拓という目的もあった。そして

もう一つは先進国への海外情報拠点の設立である。ファッション先進国の情報をいち早く

キャッチし，国内での販売につなげる狙いがあった。」と述べている。実際１９６０年代はア

パレル製造卸にとって も成長した時期であった。こうして日本国内の経済高度成長とと

もに，消費者の生活水準が向上し，「既製服からファッションアパレルへの転換」という

画期的な現象が起こったのである。さらに「７０年代は中堅・中小アパレル製造卸に加え，

デザイナーやキャラクターブランドのメーカーも相次いで創業し，８０年代にかけて DC 
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ブームを巻き起こした」と繊研新聞社（２００９）が指摘しているように，ファッションアパ

レルへの意識転換は，アパレル企業の企画・製造への転換を巻き起こしたと考えられる。

しかしながら，１９７０年代にわたって２度のオイルショックで売上の減少傾向が続き，価格

破壊のカテゴリーキラー（価格破壊と圧倒的品揃えを武器とするスペシャリティ業態のこ

と）の台頭もあり，先に述べたように高度経済成長の両輪だった販売員派遣と返品をとも

なう委託販売がコスト高としてマイナスの影響が与え始めた。このような状況において製

造コストを下げるため，１９８０年代後半から中国生産が急増した。１９９０年代初頭のバブル経

済崩壊で，アパレル産業を取り巻く環境は一変する。より人件費の安い中国への進出はさ

らに加速した。海外進出に連れて，日本国内の産業の衰退と産業空洞化を招き，アジア抜

きには生きられない時代を迎えていた。日本国内の消費は経済低迷とともに低価格志向が

主流になり，輸入製品が量販店から百貨店や専門店アパレルまで広がり始めた。以前は低

価格なら品質が悪くても仕方ないと我慢する消費者も多く存在していたと考えられるが，

当時サンティグループ会長だった常川公男が「日本と中国の差が急速に縮まっている今，

中国の工場で“ただ安かろう”という商品を作る時代ではなくなっている。」と指摘して

いるように，消費者は低価格とともに商品の品質をも意識するようになったのである。ま

た，繊研新聞社（２００９）によると「ユニクロなど低価格で一定の品質をもつアパレル製品

を大量に販売する SPA（製造小売業）が市場で認知されたこともあり，中国を軸にしたア

パレルの海外生産は一気に進んだ。」と述べている。一方，伊丹（２００１）は，「東アジアの

国々の中で，日本の繊維産業は一人負けの状態になってしまったのである。これもまた，

他の産業では見られない現象であった」と述べている。このように日本におけるアパレル

商品の製造は，輸入の急増で急激に弱体化していくことになる。これは，日本のアパレル

産業における国際競争力に影を落としていく結果となったとも言える。また，日本国内市

場におけるアパレル産業について，「卸ビジネスを基本にしてきた日本のアパレル製造卸

は，９０年代に入るとそのビジネスモデルが通用しにくくなり，企画・生産したものを自ら

販売する「SPA」（製造小売業）化が進む」と繊研新聞社（２００９）で指摘している通り，

アパレル卸売企業だけでなく，アパレル製造企業，アパレル小売企業にとってもビジネス

戦略の転換を余儀なくされることになったのである。

以上のように，アパレル産業は戦後社会・経済の変化，さらには消費者の生活スタイル・

嗜好の変化によって，産業・市場構造が大きく変化してきた。そこで，本節ではアパレル

産業をアパレル製造業，アパレル卸売業，アパレル小売業に分類しその市場構造の歴史的

な変遷を見ていくことにする。
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以下，本論文の構成は次の通り。第２節においては，アパレル産業は衰退産業であって

また競争の非常に激しい産業であるという特徴を持つことから，これらの点を明らかにす

るために，工業統計・商業統計のデータを用いて，製造業段階・卸段階・小売段階それぞ

れの業態における他産業との比較および時系列推移を見ていく。第３節では，アパレル産

業を構成する企業は中小企業が中心であり，この点を明らかにするために製造業・卸業・

小売業におけるそれぞれ従業員規模別のデータおよびその時系列推移を見る。第４節では，

アパレル産業は非常に競争的であるという特徴を持っており，この点を明らかにするため

に製品市場別の上位企業の順位の変遷およびそのマーケットシェアを見ていく。第５節で

は，企画から販売まで一貫した取り組みを行う企業（アパレル産業では SPA 業態として

知られている）が近年注目されており，その市場規模の推移について見ていく。第６節で

は，家計支出におけるアパレル製品の占める割合に関する時系列変化を見ていく。 後に

第７節において本論文の取りまとめを行う。

２．歴 史 的 変 遷

本節では，アパレル産業の市場規模の推移を他産業と比較するために，アパレル製造業，

アパレル卸売業，アパレル小売業のそれぞれの流通段階別に，政府公表データである工業

統計および商業統計を使用して見ていくことにする。

２�１　製造業

表１～表３に経済産業省『工業統計調査』「産業編」からとった製造品出荷額等，事業

所数，従業者数の推移を示す。本研究ではアパレル製造業に着目して分析を進めていくが，

工業統計調査の産業分類では「衣服・その他の繊維製品」がこれに該当する。しかし，

２００８年の産業分類変更に伴い，「繊維工業」および「衣服・その他の繊維製品」が統合さ

れたため，２００７年以前と２００８年以降とではデータの接続が一部困難となってしまっている。

そのため，本節では時系列推移を見るための直近のデータを２００７年と設定し，過去１９９１年

までさかのぼってその推移を見ることにした。

表１は，製造品出荷額等の推移を，衣服・その他の繊維製品を中心に，製造業合計およ

びその他複数の産業と比較したものである。この表より明らかなことは，製造業合計では

１９９１年から２００７年にかけて１.２％の減少となっているのに対し，衣服・その他の繊維製品に

ついては６９.０％の減少となっており，繊維工業の６４.０％の減少とともに他産業に比べて減
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少幅が非常に大きくなっているということである。

表２は，事業所数の推移を見たものである。ここでも，衣服・その他の繊維製品を中心

に製造業合計およびその他複数の産業と比較を行っている。この表より明らかなように，

製造業合計では１９９１年から２００７年にかけて４０.０％の減少となっている。一方，衣服・その

他の繊維製品については６８.３％の減少となっており，繊維工業の６７.９％の減少とともに他

産業に比べて減少幅が大きいことが分かる。

さらに，表３において従業者数の推移を見てみると，同様に，衣服・その他の繊維製品，

製造業合計およびその他複数の産業と比較したところ，表２でみた傾向と同様に，製造業

合計では１９９１年から２００７年にかけて２５.０％の減少となっているが，衣服・その他の繊維製

品については６９.９％の減少となっており，繊維工業の６５.０％の減少とともに他産業に比べ

て減少幅が非常に大きくなっている。
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（百万円）表１　製造業製造品出荷額等推移

９１年からの
増減幅

２００７年１９９１年産業分類

－４,０７７,９９９
－１.２％

３３６,７５６,６３５
１００.０％

３４０,８３４,６３４
１００.０％

金額
割合

製造業合計

－３,９４０,６８６
－６４.０％

２,２１６,６７７
０.７％

６,１５７,３６３
１.８％

金額
シェア

繊維工業

－４,６１９,５２４
－６９.０％

２,０７６,４６２
０.６％

６,６９５,９８６
２.０％

金額
シェア

衣服・その他の
繊維製品

１０４,９５４
０.４４％

２４,１９６,３４６
７.２％

２４,０９１,３９２
７.１％

金額
シェア

食料品

４,０２４,４５３
１６.６％

２８,２９３,９３７
８.４％

２４,２６９,４８４
７.１％

金額
シェア

化学工業

２,５６０,８３７
１３.７％

２１,１９１,６５３
６.３％

１８,６３０,８１６
５.５％

金額
シェア

鉄鋼業

－５,０４１,４１６
－２４.９％

１５,１８８,８７０
４.５％

２０,２３０,２８６
５.９％

金額
シェア

金属製品

４２６,５７８
１.２％

３６,２７３,３７１
１１.９％

３５,８４６,７９３
１７.２％

金額
シェア

一般機器

１４,９５０,３６６
３０.５％

６３,９１０,０２５
１９.０％

４８,９５９,６５９
１４.４％

金額
シェア

輸送用機器

－１,２３６,３６８
－２２.４％

４,２７４,０９８
１.３％

５,５１０,４６６
１.６％

金額
シェア

精密用機器

出所：経済産業省『工業統計調査』（各年版確報）「産業編」
　　　（http://www.meti.go.jp/statistics/tyo/kougyo/）
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表２　製造業事業所数推移

９１年からの
増減幅

２００７年１９９１年産業分類

－１７２,１８２
－４０.０％

２５８,２３２
１００.０％

４３０,４１４
１００.０％

実数
シェア

製造業合計

－１４,３７８
－６７.９％

６,７８５
２.６％

２１,１６３
４.９％

実数
シェア

繊維工業

－２７,４９２
－６８.３％

１２,７４８
４.９％

４０,２４０
９.３％

実数
シェア

衣服・その他の
繊維製造

－１１,５６０
－２６.２％

３２,５０８
１２.６％

４４,０６８
１０.２％

実数
シェア

食料品

－３５７
－６.６％

５,０３４
１.９％

５,３９１
１.３％

実数
シェア

化学工業

－１,７１１
－２６.７％

４,６９６
１.８％

６,４０７
１.５％

実数
シェア

鉄鋼業

－１７,６９６
－３４.７％

３３,３５５
１２.９％

５１,０５１
１１.９％

実数
シェア

金属製品

－１２,２８２
－２６.６％

３３,９５５
１３.１％

４６,２３７
１０.７％

実数
シェア

一般機器

－３,０６２
－１９.８％

１２,４２６
４.８％

１５,４８８
３.６％

実数
シェア

輸送用機器

－２,８５４
－４０.２％

４,２５４
１.６％

７,１０８
１.７％

実数
シェア

精密用機器

出所：経済産業省『工業統計調査』（各年版確報）「産業編」
　　　（http://www.meti.go.jp/statistics/tyo/kougyo/）

表３　製造業従業者数推移

９１年からの
増減幅

２００７年１９９１年産業分類

－２,８３２,４８８
－２５.０％

８,５１８,５４５
１００.０％

１１,３５１,０３３
１００.０％

実数
シェア

製造業合計

－２３３,１３０
－６５.０％

１２５,３２１
１.５％

３５８,４５１
３.２％

実数
シェア

繊維工業

－５２０,２３２
－６９.９％

２２４,２７８
２.６％

７４４,５１０
６.６％

実数
シェア

衣服・その他の
繊維製造

３０,５３４
２.８％

１,１３５,０５１
１３.３％

１,１０４,５１７
９.７％

実数
シェア

食料品

－４８,８３４
－１２.０％

３５６,７３８
４.２％

４０５,５７２
３.６％

実数
シェア

化学工業

－１１０,７１２
－３２.６％

２２８,８６０
２.７％

３３９,５７２
３.０％

実数
シェア

鉄鋼業

－２０１,７６９
－２３.３％

６６４,０８２
７.８％

８６５,８５１
７.６％

実数
シェア

金属製品

－１６２,００７
－１３.２％

１,０６３,９５７
１２.５％

１,２２５,９６４
１０.８％

実数
シェア

一般機器

６６,８０４
６.８％

１,０５０,３３４
１２.３％

９８３,５３０
８.７％

実数
シェア

輸送用機器

－９３,９７４
－３６.９％

１６０,４７３
１.９％

２５４,４４７
２.２％

実数
シェア

精密用機器

出所：経済産業省『工業統計調査』（各年版確報）「産業編」
　　　（http://www.meti.go.jp/statistics/tyo/kougyo/）



２�２　卸売業

次に，卸売段階におけるアパレル産業の時系列推移と他産業との比較を見ていく。表４

～表６に経済産業省『商業統計』「時系列データ産業細分類別」よりみた卸売業年間商品

販売額，事業所数，従業者数の推移を示す�。なお，本研究はアパレル産業の分析対象と

しているが，商業統計調査の卸売業における産業分類では「繊維・衣服等卸売業」がこれ

に該当する。

まず，表４は年間商品販売額等の推移を，繊維・衣服等を中心に卸売合計およびその他

複数の産業と比較したものである。この表より明らかなように，卸売合計では１９９１年から

２００７年にかけて２７.９％の減少となっているのに対し，繊維・衣服等については５６.８％の減

少となっており，卸売計や他産業に比べて減少幅が大きいことが分かる。

また表５及び表６では，それぞれ事業所数と従業者数の推移を，繊維・衣服等を中心に，

卸売合計およびその他複数の産業と比較したものである。まず，事業所数においては，卸

売合計では２９.７％の減少となっているが，繊維・衣服等については４４.０％の減少となって

アパレル産業の市場構造（浦上・武）
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�　『商業統計』は，１９９４年（平成６年），１９９７年（平成９年），２００２年（平成１４年），２００７年（平成
１９年）に調査が行われている。その他簡易調査が１９９９年（平成１１年）と２００４年（平成１６年）に行
われている。今回は確報のデータおよび時系列のデータを使用しており，直近のデータは２００７年
で，時系列データについては１９７２年から公開されている。また，製造業とも整合性を取るために
１９９１年を抽出している。

（百万円）表４　卸売業年間商品販売額の推移

１９９１年からの
増減幅

２００７年１９９１年１９７２年産業分類

－１５９,６３３,０２７
－２７.９％

４１３,５３１,６７１
１００.０％

５７３,１６４,６９８
１００.０％

１０６,７８０,０８２
１００.０％

金額
シェア

卸売合計

－２１,８７６,０９７
－５６.８％

１６,６４０,８４７
４.０％

３８,５１６,９４４
６.７％

１２,２３８,３４６
１１.５％

金額
シェア

繊維・衣服等
卸売業

－３２,４６９,６７１
－３０.０％

７５,６４９,０２３
１８.３％

１０８,１１８,６９４
１８.９％

１９,２３０,０９７
１８.０％

金額
シェア

飲食料品卸売業

－１５,８３１,２６２
－１２.８％

１０７,６８３,４４４
２６.０％

１２３,５１４,７０６
２１.５％

２３,０８７,２３６
２１.６％

金額
シェア

建築材料，鉱物・
金属材料等卸売業

－３０,６２０,１５１
－２３.５％

９９,８９３,９０８
２４.２％

１３０,５１４,０５９
２２.８％

１９,０４６,６７７
１７.８％

金額
シェア

機械器具卸売業

－４９,６７０,２３５
－５０.３％

４９,０４２,４７２
１１.９％

９８,７１２,７０７
１７.２％

２０,９３６,６９６
１９.６％

金額
シェア

各種商品卸売業

－９,１６５,６１３
－１２.４％

６４,６２１,９７７
１５.６％

７３,７８７,５９０
１２.９％

１２,２４１,０３２
１１.５％

金額
シェア

その他の卸売業

出所：経済産業省『商業統計』「時系列データ産業細分類別
　　　（http://www.meti.go.jp/statistics/tyo/syougyo/result-２/jikei.html）



いる。同様に従業員数においても，卸売合計では２６.１％の減少になっているが，繊維・衣

服等については４６.９％の減少となっている。事業所数または従業員数においても他産業と

比べて減少幅が大きいことが見てわかる。

第６６巻　第１号
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表５　卸売業事業所数の推移

１９９１年からの
増減幅

２００７年１９９１年１９７２年産業分類

－１４１,１８４
－２９.７％

３３４,７９９
１００.０％

４７５,９８３
１００.０％

２５９,１６３
１００.０％

実数
シェア

卸売合計

－１９,６８８
－４４.０％

２５,０６１
７.５％

４４,７４９
９.４％

３１,９３１
１２.３％

実数
シェア

繊維・衣服等
卸売業

－２３,９３２
－２３.９％

７６,０５８
２２.７％

９９,９９０
２１.０％

６７,３９５
２６.０％

実数
シェア

飲食料品卸売業

－４０,８４８
－３４.１％

７９,０３６
２３.６％

１１９,８８４
２５.２％

６７,３５０
２６.０％

実数
シェア

建築材料，鉱物・
金属材料等卸売業

－３３,１２３
－２９.８％

７７,９２９
２３.３％

１１１,０５２
２３.３％

４１,３５３
１６.０％

実数
シェア

機械器具卸売業

４９４
６９.９７％

１,２００
０.３６％

７０６ 
０.１５％

５１
０.０２％

実数
シェア

各種商品卸売業

－２４,０８７
－２４.２％

７５,５１５
２２.６％

９９,６０２
２０.９％

５１,０８３
１９.７％

実数
シェア

その他の卸売業

出所：経済産業省『商業統計』「時系列データ産業細分類別」
　　　（http://www.meti.go.jp/statistics/tyo/syougyo/result-２/jikei.html）

表６　卸売業従業者数の推移

１９９１年からの
増減幅

２００７年１９９１年１９７２年産業分類

－１,２４６,４０３
－２６.１％

３,５２６,３０６
１００.０％

４,７７２,７０９
１００.０％

３,００７,６４７
１００.０％

実数
シェア

卸売合計

－２３７,５９８
－４６.９％

２６８,６９４
７.６％

５０６,２９２
１０.６％

４３５,１２５
１４.５％

実数
シェア

繊維・衣服等
卸売業

－１５７,０８６
－１６.１％

８２０,０１１
２３.３％

９７７,０９７
２０.５％

６０８,５６０
２０.２％

実数
シェア

飲食料品卸売業

－２５１,４３４
－２６.３％

７０３７１５ 
２０.０％

９５５１４９
２０.０％

６４３,４９１
２１.４％

実数
シェア

建築材料，鉱物・
金属材料等卸売業

－３６２,４５１
－２８.２％

９２３,６４４
２６.２％

１,２８６,０９５
２６.９％

６５２,８８１
２１.７％

実数
シェア

機械器具卸売業

－１８,４５１
－３５.９％

３２,９１８
０.９０％

５１,３６９
１.１０％

５６,６９３
１.９０％

実数
シェア

各種商品卸売業

－２１９,３８３
－２２.０％

７７７,３２４
２２.０％

９９６,７０７
２０.９％

６１０,８９７
２０.３％

実数
シェア

その他の卸売業

出所：経済産業省『商業統計』「時系列データ産業細分類別」
　　　（http://www.meti.go.jp/statistics/tyo/syougyo/result-２/jikei.html）



２�３　小売業

続いて小売段階におけるアパレル産業の時系列推移と他産業との比較を見ていく。表７

～表９に経済産業省『商業統計』「時系列データ産業細分類別」による小売業年間商品販

売額，事業所数，従業者数の推移を示す�。商業統計調査の小売業においては，アパレル

産業に該当する産業分類は「織物・衣服・身の回り品」となるので，以下この項目を用い

て考察を行う。

表７は，年間商品販売額等の推移を，織物・衣服・身の回り品を中心に小売合計および

その他複数の産業と比較したものである。この表より明らかなことに，小売合計では１９９１

年から２００７年にかけて４.２％の減少となっている。これに対し，織物・衣服・身の回り品に

ついては２８.２％の減少となっており，小売計や他産業に比べて減少幅が大きいことが分か

る。

表８においては，事業所数の推移を，織物・衣服・身の回り品を中心に小売合計および

その他複数の産業において比較したものである。織物・衣服・身の回り品については小売

合計とほぼ同じような減少幅になっており，３０.８％の減少になっている。

アパレル産業の市場構造（浦上・武）
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�　先の卸売業におけるデータの説明と同様であるが，『商業統計』は，１９９４年（平成６年），１９９７
年（平成９年），２００２年（平成１４年），２００７年（平成１９年）に調査が行われており，簡易調査が
１９９９年（平成１１年）と２００４年（平成１６年）に行われている。直近のデータは２００７年で，過去の
データは１９７２年が も古く，製造業と整合性を取るために，１９９１年を抽出した。

（百万円）表７　小売業年間商品販売額の推移

９１年からの
増減幅

２００７年１９９１年１９７２年産業分類

－５,９３２,６５６
－４.２％

１３４,７０５,４４８
１００.０％

１４０,６３８,１０４
１００.０％

２８,２９２,６９６
１００.０％

金額
シェア

小売合計

－４,１９０,５７０
－２８.２％

１０,６９４,００６
７.９％

１４,８８４,５７６
１０.６％

３,７８７,３６６
１３.４％

金額
シェア

織物・衣服・
身の回り品

－６４２,６７３
－１.６％

４０,８１３,２９３
３０.３％

４１,４５５,９６６
２９.５％

８,６８９,９２３
３０.７％

金額
シェア

飲食料品

－３,２３３,４０５
－１７.１％

１５,７００,５０７
２６.０％

１８,９３３,９１２
２１.５％

３,０５７,２８８
２１.６％

金額
シェア

自動車・自転車

－４９２,６５５
－４.１％

１１,４８４,６５７
８.５％

１１,９７７,３１２
８.５％

３,２８２,９３０
１１.６％

金額
シェア

家具・じゅう器・
家庭用機械器具

－４,２４４,９０２
－２１.３％

１５,６５２,７２５
１１.６％

１９,８９７,６２７
１４.１％

３,１７６,９６２
１１.２％

金額
シェア

各種商品

６,８７１,５５０
２０.５％

４０,３６０,２５９
１５.６％

３３,４８８,７０９
１２.９％

６,２９８,２２７
１１.５％

金額
シェア

その他の小売

出所：経済産業省『商業統計』「時系列データ産業細分類別」
　　　（http://www.meti.go.jp/statistics/tyo/syougyo/result-２/jikei.html）



表９においては，従業員数の推移を，織物・衣服・身の回り品を中心に小売合計および

その他複数の産業において比較したものである。小売合計では９.３％の増加に対して，織

物・衣服・身の回り品は１６.３％の減少となっている。
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表８　小売業事業所数の推移

９１年からの
増減幅

２００７年１９９１年１９７２年産業分類

－４５３,３６４
－２８.５％

１,１３７,８５９
１００.０％

１,５９１,２２３
１００.０％

１,４９５,５１０
１００.０％

実数
シェア

小売合計

－７４,２６２
－３０.８％

１６６,７３２
１４.７％

２４０,９９４
１５.１％

２０５,９７９
１３.８％

実数
シェア

織物・衣服・
身の回り品

－２３２,９４０
－３７.４％

３８９,８３２
３４.３％

６２２,７７２
３９.１％

７１１,３６７
４７.６％

実数
シェア

飲食料品

－１０,２４７
－１１.０％

８２,９８４
７.３％

９３,２３１
５.９％

５９,４１０
４.０％

実数
シェア

自動車・自転車

－５９,１７８
－３７.４％

９８,９２７
８.７％

１５８,１０５
９.９％

１５６,９１２
１０.５％

実数
シェア

家具・じゅう器・
家庭用機械器具

３９５
９.１％

４,７４２
０.４％

４,３４７
０.３％

２,７４６
０.２％

実数
シェア

各種商品

－７７,１３２
－１６.３％

３９４,６４２
３４.７％

４７１,７７４
２９.６％

３５９,０９６
２４.０％

実数
シェア

その他の小売

出所：経済産業省『商業統計』「時系列データ産業細分類別」
　　　（http://www.meti.go.jp/statistics/tyo/syougyo/result-２/jikei.html）

表９　小売業従業者数の推移

９１年からの
増減幅

２００７年１９９１年１９７２年産業分類

６４２,８３７
９.３％

７,５７９,３６３
１００.０％

６,９３６,５２６
１００.０％

５,１４１,３７７
１００.０％

実数
シェア

小売合計

－１３１,９８３
－１６.３％

６７６,６１４
８.９％

８０８,５９７
１１.７％

７５１,２９９
１４.６％

実数
シェア

織物・衣服・
身の回り品

５４０,６５３
２１.３％

３,０８２,５６２
４０.７％

２,５４１,９０９
３６.６％

１,９１６,６５１
３７.３％

実数
シェア

飲食料品

－３７,５９８
－６.６％

５２８,８２８
７.０％

５６６,４２６
８.２％

３５８,０６６
７.０％

実数
シェア

自動車・自転車

－１１７,４９８
－２０.０％

４６９,３４７
６.２％

５８６,８４５
８.５％

５７３,２３６
１１.１％

実数
シェア

家具・じゅう器・
家庭用機械器具

８２,７５９
１８.８％

５２２,５２３
６.９％

４３９,７６４
６.３％

２３７,３４６
４.６％

実数
シェア

各種商品

３０６,５０４
１５.４％

２,２９９,４８９
３０.３％

１,９９２,９８５
２８.７％

１,３０４,７７９
２５.４％

実数
シェア

その他の小売

出所：経済産業省『商業統計』「時系列データ産業細分類別」
　　　（http://www.meti.go.jp/statistics/tyo/syougyo/result-２/jikei.html）



３．アパレル産業の規模の概要

本節では，アパレル産業全体の推移を概観する。ここではその産業の規模の構成がどの

ようになっているのかをみていくことにする。これは，アパレル産業はその多くが中小企

業によって構成されていると考えられており，その特徴を明らかにするとともに，規模の

大きさが企業あるいは産業のパフォーマンス（成果）とどのような関係があるのかを明ら

かにするためである。

取り挙げる指標は前節と同様に，事業所数，従業者数，製品出荷額，年間販売額を用い

て考察を加える。

３�１　製造業

表１０は従業員規模別にそれぞれ事業所数・従業者数・出荷額について２００２年と２０１２年を

比較したものである。工業統計のデータの制約によりここでは４人以上の従業員数に限定

されている。また，前節と同様に経済産業省『工業統計調査』工業統計表「産業編」デー

タを使用しており，工業統計調査の産業分類ではアパレル産業は「衣服・その他の繊維製

品」がこれに該当する�。

表１０より以下のことが言える。まず，製造業計においては，２００２年に対して２０１２年の製

造品出荷額が増えており，増加率が７.２％になっているのに対し，アパレル産業に該当する

「外衣・シャツ・下着類・和装製品，その他の身の回り品」については，合計で４２.８％の減

少となっている。また従業員規模別でみると，製造業全体においては４～９人の小規模の

事業所数・従業員数・製造品出荷額がそれぞれ３４.６％，３３.６％，２１.７％の減少になっている

に対して，アパレル産業に該当する「外衣・シャツ・下着類・和装製品，その他の身の回

り品」の４～９人の小規模の事業所数・従業員数・製造品出荷額の落ち込みがより激しく，

それぞれ５５.１％，５３.７％，５１.０％の減少になっている。また１０～２９人規模および３０～９９人規

模においても，事業所数・従業員数・製造品出荷額は２００２年に対して２０１２年が減少して，

アパレル産業の市場構造（浦上・武）
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�　２００８年に産業分類の変更が行われたため，それまで繊維産業と衣服・その他の繊維製品が別々
の産業分類として整理されていたデータが，２００８年より統合され「衣服・その他の繊維製品」と
なった。この衣服・その他の繊維製品の項目を確認したところで，アパレル産業に該当するもの
は「外衣・シャツ製造業」，「下着類製造業」，「和装製品・その他の衣服・繊維製品身の回り品製
造業」と考えられ，したがって２００２年と２０１２年を比較する際にはこの「外衣・シャツ製造業」，

「下着類製造業」，「和装製品・その他の衣服・繊維製品身の回り品製造業」を合計したものをア
パレル産業と見なしている。
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表１０　製造業従業員規模別事業所数・従業者数・製造品出荷額等

増減２０１２年２００２年

従業員規模産業分類 製造品出荷額等
及び増減割合

従業者数及
び増減割合

事業所数及
び増減割合

製造品出荷額等従業者数事業所数製造品出荷額等従業者数事業所数

１９,３６５,８３４
７.２％

－８９８,２５０
－１０.８％

－７４,５８６
－２５.６％

２８８,７２７,６３９
１００.０％

７,４２５,３３９
１００.０％

２１６,２６２
１００.０％

２６９,３６１,８０５
１００.０％

８,３２３,５８９
１００.０％

２９０,８４８
１００.０％

計

製造業計

－１,９７３,７７０
－２１.７％

－２８９,２１９
－３３.６％

－４９,８９６
－３４.６％

７,１２９,３２６
２.５％

５７０,９３５
７.７％

９４,３２０
４３.６％

９,１０３,０９６
３.４％

８６０,１５４
１０.３％

１４４,２１６
４９.６

４～９人

－２,７０８,８５９
－１０.０％

－３６４,７９９
－２１.４％

－２１,４００
－２１.５％

２４,３１７,０３７
８.４％

１,３３６,４６８
１８.０％

７８,１８６
３６.２％

２７,０２５,８９６
１０.０％

１,７０１,２６７
２０.４％

９９,５８６
３４.２％

１０～２９人

１,４１５,４００
３.３％

－１５８,７２２
－８.８％

－２,７５１
－８.２％

４４,９０８,２９９
１５.６％

１,６３９,５１５
２２.１％

３０,７３３
１４.２％

４３,４９２,８９９
１６.１％

１,７９８,２３７
２１.６％

３３,４８４
１１.５％

３０～９９人

２２,６３３,０６３
１１.９％

－８５,５１０
－２.２％

－５３９
－４.０％

２１２,３７２,９７７
７３.６％

３,８７８,４２１
５２.２％

１３,０２３
６.０％

１８９,７３９,９１４
７０.４％

３,９６３,９３１
４７.６％

１３,５６２
４.７％

１００人以上

－８１２,２７８
－４２.８％

－１１３,６７３
－４５.８％

－６,６１２
－４８.７％

１,０８３,８３４
０.４％

１３４,２７３
１.８％

６,９５３
３.２％

１,８９６,１１２
０.７％

２４７,９４６
３.０％

１３,５６５
４.７％

計

外衣・シャ
ツ ・ 下 着
類・和装製
品，その他
の身の回り

品

－１２８,４６６
－５１.０％

－２１,９５１
－５３.７％

－３,７５４
－５５.１％

１２３,４６９
１１.４％

１８,９５２
１４.１％

３,０６３
４４.１％

２５１,９３５
１３.３％

４０,９０３
１６.５％

６,８１７
５０.３％

４～９人

－２１１,８６１
－３７.６％

－３５,３５０
－４２.８％

－２,００９
－４０.９％

３５２,１５１
３２.５％

４７,２３３
３５.２％

２,９０３
４１.８％

５６４,０１２
２９.７％

８２,５８３
３３.３％

４,９１２
３６.２％

１０～２９人

－２７６,５２６
－４３.８％

－３５,１５２
－４４.７％

－７０９
－４５.９％

３５４,３０１
３２.７％

４３,４６９
３２.４％

８３７
１２.０％

６３０,８２７
３３.３％

７８,６２１
３１.７％

１,５４６
１１.４％

３０～９９人

―
―

―
―

－８１２
－８４.４％

―
―

２４,６１９
１８.３％

１５０
２.２％

―
―

―
―

９６２
７.１％

１００人以上

出所：経済産業省『工業統計調査』（各年版確報）「産業編」（http://www.meti.go.jp/statistics/tyo/kougyo/）
注：カッコ内の数字は割合（％）を表す。



その減少幅は製造業全体に比べて極めて大きいことが分かる。 も特徴的なのは，大規模

―ここでは１００人以上の規模においては，データの欠損値があるため事業所数のみでみる

と，２００２年に対して２０１２年の減少幅は８４.４％になっており， も大きな減少幅となった。

２００２年の９６２の事業所が２０１２年には１５０となっており，ほとんど閉鎖されたかあるいは統合

されたものと考えられる。ある意味で，これは日本のアパレル産業における国内空洞化が

進んでいた証でもあると考えられる。アパレル製造業の海外移転が加速的に進展した結果

であろう。

以上まとめると，アパレル製造業は製造業全体に比べてすべての規模別において事業所

数・従業員数・製造品出荷額の減少幅が大きい。特に４～９人の小規模と１００人以上の大

規模において減少幅が も大きいことが分かった。

３�２　卸売業

表１１は卸売業における従業員規模別にそれぞれ事業所数・従業者数・年間販売額につい

て１９９４年と２００７年を比較したものである。卸売業におけるアパレル産業に該当する産業分

類は「繊維・衣服等卸売業」である。

従業員規模はそれぞれ１～２人，３
　

 ～９人，１０～２９人，３０～９９人，１００人以上と５つの

規模に分けて比較を試みたところ，すべての規模において「繊維・衣服等卸売業」は卸計

に対して減少幅が大きいことが明らかとなった。年間販売額でみると，３
　

 ～９人，１０～２９

人，３０～９９人の規模では２００７年の１９９４年に対する増減幅で５４.５％，５３.９％，５１.０％の落ち込

みが見られる。したがって，２
　

 分の１以下の年間販売額になっていることが分かる。 も

大きい規模１００人以上の規模において年間販売額は２００７年の１９９４年に対して増減幅は２６.５％

の減少となり，他の規模の分類より小さい。一方，事業所数に関して２００７年の１９９４年に対

して も落ち込みの激しい規模は１００人以上の規模であり，４６.３％の減少となっている。ま

た３～９人，１０～２９人，３０～９９人の規模ではそれぞれ，４１.９％，４２.１％，４５.３％の落ち込み

となっている。従業員数の２００７年の１９９４年に対する増減幅は１～２人規模以外は４０％以上

の減少になっている。１
　

 ～２人規模においては，事業所数または従業員数の減少幅はそれ

ぞれ２８.６％と３２.６％で，他の規模に比べて小さいが，年間販売額の減少幅は４４.８％に達して

いる。

アパレル産業の市場構造（浦上・武）
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表１１　卸売業従業員規模別事業所数・従業者数・年間商品販売額

１９９４年から２００７年までの増減及び増減率２００７年１９９４年

従業員規模産業分類 年間販売額額
（百万）等及び

増減割合

従業者数及び
増減割合

事業所数及
び増減割合

年間販売額
（百万）

従業者数事業所数
年間販売額
（百万）

従業者数商店数

－１００,７８５,１９２－１,０５５,０６６－９４,５０３４１３,５３１,６７１３,５２６,３０６３３４,７９９５１４,３１６,８６３４,５８１,３７２４２９,３０２
計

卸計

－１９.６％－２３.０％－２２.０％１００.０％１００.０％１００.０％１００.０％１００.０％１００.０％

－１２９,０３２－２９,３８３－１３,１５７６,４６６,０５９１２８,８３６７７,２２５６,５９５,０９１１５８,２１９９０,３８２
１～２人

－２.０％－１８.６％－１４.６％１.６％３.７％２３.１％１.３％３.５％２１.１％

－１２,１６３,４４６－２７６,６００－５３,９５５６１,３６４,３１９８６５,８２２１６９,１９７７３,５２７,７６５１,１４２,４２２２２３,１５２
３～９人

－１６.５％－２４.２％－２４.２％１４.８％２４.６％５０.５％１４.３％２４.９％５２.０％

－１５,８１７,２２０－３２４,７０８－２０,７２４１０１,２０７,３８７１,０８１,４６９６８,３４８１１７,０２４,６０７１,４０６,１７７８９,０７２
１０～２９人

－１３.５％－２３.１％－２３.３％２４.５％３０.７％２０.４％２２.８％３０.７％２０.７％

－２１,７２５,９６２－２８３,５７０－５,７５３９７,０９２,３３３８３２,６９８１７,３５５１１８,８１８,２９５１,１１６,２６８２３,１０８
３０～９９人

－１８.３％－２５.４％－２４.９％２３.５％２３.６％５.２％２３.１％２４.４％５.４％

－５０,９４９,５３３－１４０,８０５－９１４１４７,４０１,５７３６１７,４８１２,６７４１９８,３５１,１０６７５８,２８６３,５８８
１００人以上 

－２５.７％－１８.６％－２５.５％３５.６％１７.５％０.８％３８.６％１６.６％０.８％

－１３,８１９,９３４－２０１,３５０－１５,９０９１６,６４０,８４７２６８,６９４２５,０６１３０,４６０,７８１４７０,０４４４０,９７０
計

繊維・衣服等
卸売業

－４５.４％－４２.８％－３８.８％１００.０％１００.０％１００.０％１００.０％１００.０％１００.０％

－３１９,７４７－５,９６６－２,９５９３９４,４３１１２,３３０７,４００７１４,１７８１８,２９６１０,３５９
１～２人

－４４.８％－３２.６％－２８.６％２.４％４.６％２９.５％２.３％３.９％２５.３％

－３,０９４,７７０－４２,８９１－８,５８６２,５８４,６９２５９,０５３１１,８９３５,６７９,４６２１０１,９４４２０,４７９
３～９人

－５４.５％－４２.１％－４１.９％１５.５％２２.０％４７.５％１８.６％２１.７％５０.０％

－４,２３４,９９７－４９,４３７－３,０８３３,６２５,６２３６７,３３２４,２３６７,８６０,６２０１１６,７６９７,３１９
１０～２９人

－５３.９％－４２.３％－４２.１％２１.８％２５.１％１６.９％２５.８％２４.８％１７.９％

－３,９００,６８８－５３,３４５－１,０３５３,７４７,２６２６０,７７１１,２４８７,６４７,９５０１１４,１１６２,２８３
３０～９９人

－５１.０％－４６.７％－４５.３％２２.５％２２.６％５.０％２５.１％２４.３％５.６％

－２,２６９,７３２－４９,７１１－２４６６,２８８,８３９６９,２０８２８４８,５５８,５７１１１８,９１９５３０
１００人以上

－２６.５％－４１.８％－４６.４％３７.８％２５.８％１.１％２８.１％２５.３％１.３％

出所：経済産業省『商業統計』（各年版確報）「第１巻産業編（総括表）」（http://www.meti.go.jp/statistics/tyo/syougyo/index.html）



３�３　小売業

表１２は小売業における従業員規模別にそれぞれ事業所数・従業者数・年間販売額につい

て１９９４年と２００７年を比較したものである。商業統計調査の小売業におけるアパレル産業に

対応する産業分類は「織物・衣服・身の回り品小売業」である。

従業員規模はそれぞれ２人以下，３
　

 ～９人，１０～２９人，３０～９９人，１００人以上と５つの

規模に分けてそれぞれ事業所数・従業員数・年間販売額における１９９４年と２００７年との比較

をみている。「織物・衣服・身の回り品小売業」においては唯一増加を見たのが１０～２９人

規模であり，事業所数，従業員数，年間販売額の増加幅はそれぞれ２６.５％，２８.３％，１１.３％

になっている。残念ながら規模が大きくなるにつれて，増減幅は減少に転じる。３０～９９人

の規模においては，事業所数，従業員数，年間販売額それぞれ４.３％，６.６％，２２.３％の減少

幅になり，１００人以上の規模においても，事業所数，従業員数，年間販売額それぞれ１４.７％，

９.９％，２２.９％の減少になっている。 も減少幅が大きい規模は２人以下の規模であり，事

業所数，従業員数，年間販売額それぞれ，３４.０％，３７.１％，５０.１％の減少となる。続いて減

少幅が大きいのが３～９人の規模であり，事業所数，従業員数，年間販売額それぞれ２０.７％，

１５.３％，３０.６％になっている。以上，従業員規模別で製造業・卸売業・小売業においてア

パレル産業の時系列の変化及び産業全体・他産業との比較を見てきた。表１０，１１，１２を見

て明らかなように，小売業は製造業と卸売業に対して異なる特徴を持つことが明らかと

なった。アパレル産業の製造業は２００７年の１９９１年に対する増減幅に関して，すべての規模

において減少している。

一方，卸売業では２００７年の１９９４年に対する増減幅に関してすべての規模で減少するが，

大規模ほど減少幅が大きいことが分かった。そして，興味深いことに小売業は，１０～２９人

規模の小売のみ事業所数，従業員数，年間販売額のすべてにおいて２００７年の１９９４年に対す

る増減幅に関して，増加していることが分かった。つまり小売業においては，従業員数規

模に関して１０～２９人規模が も業績が良いという結果となった。
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表１２　小売業従業員規模別事業所数・従業者数・年間商品販売額

１９９４年から２００７年までの増減及び増減率２００７年１９９４年

従業員規模産業分類 年間販売額額
（百万）等及び

増減割合

従業者数及
び増減割合

事業所数及
び増減割合

年間販売額
（百万）

従業者数事業所数
年間販売額
（百万）

従業者数商店数

－８,６１９,６１７１９５,１８６－３６２,０８９１３４,７０５,４４８７,５７９,３６３１,１３７,８５９１４３,３２５,０６５７,３８４,１７７１,４９９,９４８
計

小売計

－６.０％２.６％－２４.１％１００.０％１００.０％１００.０％１００.０％１００.０％１００.０％

－６,０８１,２０４－４４４,９４６－２６０,９２８７,２５０,６７０７９５,０７３５０３,８４４１３,３３１,８７４１,２４０,０１９７６４,７７２
２人以下

－４５.６％－３５.９％－３４.１％５.４％１０.５％４４.３％９.３％１６.８％５１.０％

－１３,１５０,８２１－４９９,９０３－１３８,９９１３５,９０３,０４８２,１６１,３４９４５４,５０５４９,０５３,８６９２,６６１,２５２５９３,４９６
３～９人

－２６.８％－１８.８％－２３.４％２６.７％２８.５％３９.９％３４.２％３６.０％３９.６％

４,２２２,６９７４９４,０６５３０,７７６４０,２１９,０１０２,３００,８７７１４６,７４９３５,９９６,３１３１,８０６,８１２１１５,９７３
１０～２９人

１１.７％２７.３％２６.５％２９.９％３０.４％１２.９％２５.１％２４.５％７.７％

５,０１２,７１５３２５,４８４５,２１０２６,７６０,１０２１,３８３,６９２２８,０５６２１,７４７,３８７１,０５８,２０８２２,８４６
３０～９９人

２３.０％３０.８％２２.８％１９.９％１８.３％２.５％１５.２％１４.３％１.５％

１,３７６,９９５３２０,４８６１,８４４２４,５７２,６１７９３８,３７２４,７０５２３,１９５,６２２６１７,８８６２,８６１
１００人以上

５.９％５１.９％６４.５％１８.２％１２.４％０.４％１６.２％８.４％０.２％

－３,５７５,０２１－１１２,３３６－５８,９８２１０,６９４,００６６７６,６１４１６６,７３２１４,２６９,０２７７８８,９５０２２５,７１４
計

織物・衣服・身
の回り品小売業

－２５.１％－１４.２％－２６.１％１００.０％１００.０％１００.０％１００.０％１００.０％１００.０％

－１,０２７,７５３－７２,２４０－４０,８１０１,０２４,１７６１２２,４３５７９,２９２２,０５１,９２９１９４,６７５１２０,１０２
２人以下

－５０.１％－３７.１％－３４.０％９.６％１８.１％４７.６％１４.４％２４.７％５３.２％

－２,１７６,２２６－６４,０８０－２０,１０９４,９４３,５７５３５３,９２２７６,９５０７,１１９,８０１４１８,００２９７,０５９
３～９人

－３０.６％－１５.３％－２０.７％４６.２％５２.３％４６.２％４９.９％５３.０％４３.０％

２６１,３３６２９,６７７１,９９７２,５６９,４１７１３４,７２０９,５２４２,３０８,０８１１０５,０４３７,５２７
１０～２９人

１１.３％２８.３％２６.５％２４.０％１９.９％５.７％１６.２％１３.３％３.３％

－２３９,９２４－２,７４０－３８８３４,８５５３８,７５３８３８１,０７４,７７９４１,４９３８７６
３０～９９人

－２２.３％－６.６％－４.３％７.８％５.７％０.５％７.５％５.３％０.４％

－３９２,４５３－２,９５３－２２１,３２１,９８４２６,７８４１２８１,７１４,４３７２９,７３７１５０
１００人以上

－２２.９％－９.９％－１４.７％１２.４％４.０％０.１％１２.０％３.８％０.１％

出所：経済産業省『商業統計』（各年版確報）「第１巻産業編（総括表）」（http://www.meti.go.jp/statistics/tyo/syougyo/index.html）



４．マーケットシェア

前節においては，アパレル産業は現状を考察するために，製造業・卸売業・小売業でそ

れぞれの時系列的な推移及び他産業との比較を行った。その結果，アパレル産業は衰退産

業であるということが明らかになった。そこで次にアパレル産業内の状況がどのように

なっているのかを考察することにする。

伊丹（２００１）によれば，「日本のアパレル産業のピークは１９９１年であった。・・・しかし，

９１年以降の輸入の急増・産業規模の縮小とともに，小企業の没落がはじまり，同じように

中以上の企業もシェアを落としている。そして零細企業のシェアが高まっていく。・・・産

業全体の中小で小さな企業が占める比重が高まっていることへの警告を発せられていると

思われるのだが，市場ではじつは上位企業の間の競争がますます激しくなって，上位企業

がまたより分散化，非寡占化の方向にある」と指摘しているが，アパレル産業は衰退産業

でありつつも市場は非常に競争的であることもアパレル産業の特徴と考えられる。伊丹

（２００１）は１９６０年代から１９９０年半ばまでのデータを用いて詳しく説明しているが，１９９０年

代以降はどのように変化しているのかについては説明がなされていない。そこで，本研究

ではこの点を明らかにするために，矢野経済研究所『マーケットシェア事典』の時系列

データを用いて，１９７５年から２０１３年までの製品市場別上位企業および市場シェアを見てい

くことにする。表１３に過去３８年間の製品市場ごとの上位企業のシェアを示す。

アパレル産業の製品市場分類は，メンズ・レディース・学生服・布帛シャツ・ネクタイ・

ジーンズという６つのカテゴリーである。表１３より明らかなように，学生服市場は上位企

業による寡占化が進んでいる一方で，ほかの５つのカテゴリーの製品市場では一部の大手

アパレルを除いて，上位企業の順位の変動が常に見られる。つまり，市場が競争的である

と理解することができる。学生服を除いてほかの製品市場においては，バブル崩壊後９５年

以降のシェアを見ていくと，メンズ及びレディースは上位４社のシェアがほぼ横ばいの状

態に維持しているが，布帛シャツ・ネクタイ・ジーンズは１９７５年では３９.１，３２.７，５１.８の

シェアとなっているものの，２０１３年では布帛シャツ，ネクタイ，ジーンズのシェアはそれ

ぞれ，２８.０，２１.４，１１.６と大幅の減少になっている。

さらに，図１に１９７４年から２０１３年までの上位４社集中度（CR４）を示す。

この図からも明らかなように学生服のみ集中度が上昇しているのに対し，ほかのすべて

の製品市場において CR４ は低下傾向にあることがわかる。これはすなわち，市場が次第

アパレル産業の市場構造（浦上・武）
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表１３　製品市場別上位企業および市場シェア

２０１３年２００５年１９９５年１９８５年１９７５年
順位 シェア販売高

企業名
シェア販売高

企業名
シェア販売高

企業名
シェア販売高

企業名
シェア販売高

企業名
（％）（百万円）（％）（百万円）（％）（百万円）（％）（百万円）（％）（百万円）

３.３５０,８０４オンワード樫山３.７６０,８５５オンワード樫山４.１８３,１５２オンワード樫山１１.７９６,８００樫山９.３４５,３８６樫山１

メンズ

２.８４３,３３０三陽商会２.７４５,３８０三陽商会２.３４６,４９１ダーバン６.４５３,３００ダーバン９.１４４,１４５ヴァンジャケット２
２.５３８,５３７レナウン２.６４２,５３８レナウン２.２４４,４３１美濃屋３.５２９,０００三陽商会４.８２３,０８４ジュン３
２.２３３,５５９ワールド２.４４０,８０６ファイブフォックス２.０４０,０６８レナウン２.６２１,８００大賀４.４２１,２６６大賀４

２.３３８,６０６美濃屋１.９３８,６９０三陽商会２.２１８,０００水甚４.２２０,２００ダーバン５
１００.０１,５２８,６４４１００.０１,６６５,９６０１００.０２,０１６,０００１００.０８３０,１００１００.０４８５,７３０業界計

１０.８１１.４１０.６２４.２２７.６CR４
５.４１９３,７６８ワールド４.５１７２,２４１ワールド４.７１５５,９２３イトキングループ６.７１３５,９００ワールド３.６４１,６３７イトキングループ１

レディース

４.５１６２,８３３オンワード樫山３.２１２３,９８６オンワード樫山４.１１３６,０７９ワールド５.１１０３,１００イトキングループ２.８３２,０４２ミカレディ２
３.７１３０,９２４TSIホールディングス３.２１２２,５７４イトキングループ２.６８７,８４３レナウン３.０５９,０００東京スタイル２.７３１,３８６東京スタイル３
２.６９２,７６４イトキングループ２.５９６,７５９サンエー・インターナショナル２.３７５,９８６オンワード樫山２.８５７,０００樫山２.４２７,４８７ワールド４
２.１７５,７９９クロスプラス２.１８０,８２０山陽商会２.２７３,６３０山陽商会２.６５２,６００三陽商会２.０２３,１２７レナウン５

１００.０３,５８０,０００１００.０３,８３９,４００１００.０３,３２２,２００１００.０２,０１４,１００１００.０１,１５６,１００業界計
１６.２１３.４１３.７１７.６１１.５CR４

２９.６３２,４８８菅公学生服２７.８３０,８１８尾崎商事１９.９２６,５７７尾崎商事１５.３２０,１００尾崎商事２３.４９,９９８滝本１

学生服

２０.１２２,０３４明石被服興業１６.７１８,５２６トンボ１３.８１８,４９４明石被服興業１０.６１４,０００滝本２２.０９,４１６尾崎商事２
１９.２２１,０８９トンボ１５.５１７,２１５明石被服興業１３.５１８,０２１テイコク９.０１１,８００テイコク１３.９５,９６９テイコク３
８.９９,８１０瀧本１０.３１１,４３８瀧本１０.５１４,０７８瀧本８.１１０,７００明石被服興業１３.８５,８９２丸三４
２.７２,９１２児島２.６２,８４９児島６.９９,２１２丸三７.４９,８００丸三１２.５５,３４５明石被服興業５

１００.０１０９,７８４１００.０１１０,９００１００.０１００.０１３１,６００１００.０４２,８００業界計
７７.８７０.３５７.７４３.０７３.１CR４

８.２１３,８２１山喜１０.４１９,３０９トミヤアパレル１０.４２８,０３６トミヤアパレル１.３１６,４００カネタシャツ１３.６１０,９１３ヤマトシャツ１

布帛シャツ

７.４１２,５３６東京シャツ８.５１５,８８２山喜８.０２１,７８１山喜０.８１０,２００蝶矢シャツ１０.６８,４９０カネタシャツ２
６.７１１,２８９フレックス・ジャパン５.８１０,８２０フレックス・ジャパン６.９１８,６９０CHOYA０.８９,４００ヤマトインターナショナル７.５６,０００トミヤ３
５.７９,６２０ヤマトインターナショナル４.７８,７２１CHOYA６.７１８,２２７カネタ０.７８,７００フレックス７.４５,９７３山喜グループ４
２.９４,９３２CHOYA４.２７,８７８ヤマトインターナショナル５.６１５,０９６フレックス・ジャパン０.７８,２００山喜６.４５,１６０蝶矢シャツ５

１００.０１６９,５３６１００.０１８６,０３５１００.０２７０,７２０１００.０１,２３３,９００１００.０８０,３００業界計
２８.０２９.４３２.０３.６３９.１CR４

７.７３,９１３クリケット７.７５,２９８アラ商事９.７８,１００朝倉商事１７.１９,０００菱屋１３.０６,４１６朝倉商事１

ネクタイ

５.６２,８３６アラ商事６.０４,１００アルプスカワムラ７.３５,８１９菱屋１５.９８,４００朝倉商事８.７４,２６６アラ商事２
４.３２,１７７和商５.８３,９９０クリケット４.４４,８００田中栄光堂６.６３,５００アラ商事５.７２,７９８ラース３
３.８１,９１１オックスフォード広島屋５.１３,５１６和商４.４４,５２７アラ商事６.３３,３００田中栄光堂５.３２,６２０菱屋４
３.４１,７１１フェアファックスコレクティブ４.７３,２６４三松商事４.１４,１８４クリケット５.５２,９００ヤングエース４.９２,４００田中栄光堂５

１００.０５０,９００１００.０６９,０００１００.０１１３,４００１００.０５２,７００１００.０４９,２００業界計
２１.４２４.６２５.８４５.９３２.７CR４

５.３３１,４２２サンエス４.４３２,０００エドウィン商事９.７４４,４１６エドウィン商事１３.４１９,５００サンダイヤ１７.１１２,８５１ラングラージャパン１

ジーンズ

３.０１７,８００カイタックインターナショナル４.１２９,８０３リーバイ・ストラウス・ジャパン７.３３３,６１７リーバイ・ストラウス・ジャパン１２.７１８,５００エドウィン１５.５１１,６２４マルオ被服２
１.７１０,１７０タカヤ商事２.５１７,９２１タカヤ商事４.４２０,２５８タカヤ商事１０.６１５,５００リーバイ・ストラウス・ジャパン１０.０７,５１９ボブソン３
１.６９,２０５リーバイ・ストラウス・ジャパン１.９１３,５００ビッグジョン４.４１９,９７６ボブソン８.７１２,７００マルオ９.２６,８７６サンダイヤ４
０.８４,５６１皿海衣料１.８１３,０００ボブソン４.１１８,７５０カイタックインターナショナル８.６１２,５００ボブソン８.１６,０６３クロダルマ５

１００.０５８８,６３７１００.０７２５,３００１００.０４５７,５００業界計１００.０１４５,７００１００.０７５,０００業界計
１１.６１２.９２５.８４５.４５１.８CR４

出所：矢野経済研究所『マーケットシェア事典』
注：メンズの上位企業名が２０１０年以上４社のみとなったため市場集中度の指標を４社集中度（CR４）とした。



に競争的になっていることを示していると考えられる。

５．SPA 市 場 規 模

前節まではアパレル産業は衰退産業であることと，また中小規模の企業が多く存在する

市場構造を明らかにし，さらにアパレル産業においては競争が非常に激しい特徴を持つこ

とを示してきた。このような厳しい状況に直面するアパレル企業がどのようにして生き

残ってきたのかについて，これまでいくつかの先行研究が分析を試みてきた。（たとえば，

浦上・小宮，２００６；浦上他，２００８；Urakami et al., ２００９；Urakami & Wu, ２０１０；Inoguchi 

et al., ２０１２；岡山他，２０１５）これら先行研究において，アパレル産業において特に注目さ

れるビジネスモデルが SPA であり，これによってアパレル企業が成功を収めてきたこと

が示されている。そこで，本研究はこの SPA 市場規模について，矢野経済研究所『SPA 

マーケット総覧』を用いてみていくことにする。

まず，SPA とはファッション商品の素材調達，企画，開発，製造，物流，販売，在庫管

理，店舗企画など，全行程を一つの流れとしてとらえ，SCM（サプライチェーンマネジメ

ント）効率化を導くビジネスモデルであるとされている。まず，一般的には「製造小売業」

と説明され，商品の企画，製造，販売まで一貫として取り込みを行う垂直統合型の企業を

「SPA 業態」あるいは「SPA 企業」と呼んでいる。この業態は新しい業態であるため，

アパレル産業の市場構造（浦上・武）
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図１　上位４社集中度（CR４）時系列推移

出所：矢野経済研究所『マーケットシェア事典』



も古いデータでも１９９９年までしかさかのぼることができない。

表１４は，１９９９年，２００３年，２００７年および直近の２０１１年の市場規模の推移をまとめたもの

である。

アパレル総小売は１９９９年においては，１０兆９,２５４億円の市場規模を持っていたが，２０１１年

には９兆５０２億円まで減少した。減少額は１兆８,７５２億円であり，１９９９年に対して－１７.２％

になっている。これに対して，SPA 市場規模は年々に順調に増加している。１９９９年には３

兆４４７億円の規模であったが，２０１１年には４兆８,９００億円の規模に増加した。１９９９年に対し

て１兆８,４５３億円の増加になり，６０.６％増となっている。アパレル小売の全体が減少してい

く中で，SPA 業態だけが年々増加する勢いを見せている。これは，SPA 企業の成功とと

もに，製造業，卸売業，小売業のそれぞれ専業企業が垂直統合を行うといういわゆる SPA 

化を進めてきた結果であると考えられる。

実際，SPA 化が進む大きな要因として，繊研新聞社（２００９）によると，「市場での消費

者の地位向上である。・・・SPA 化が進んだもう一つの理由は極めて日本的なものだった。

アパレルメーカーの代金回収率は専門店販路を中心にもともと高くなかったが，９１年のバ

ブル経済崩壊後，代金回収問題は一層深刻になった。」このような状況において，アパレ

ルメーカーは自ら企画して，製造を行い，自らの直営店で販売するという，いわゆる

「SPA 化」を推進し，代金回収問題やチャネル・コンフリクトを解決しようとした背景が

あったのである。日本において も早く SPA 化を進めていたのはワールドであった。そ

の後には多くのアパレルメーカーが SPA に転換して，ブランド開発を進めていくことに

なる。
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表１４　アパレル小売および SPA 市場規模

１９９９～２０１１増減２０１１年２００７年２００３年１９９９年単位（億円）

－１８,７５２９０,５０２１０２,８４８１０１,９５３１０９,２５４アパレル総小売

（－１７.２）１０１.４１００.１９８.９―前期比（％）

１８,４５３４８,９００４６,３００３７,０４３３０,４４７SPA

（６０.６）１０３.５１０２.７１０３.３―前期比（％）

（２６.１）５４.０４５.０３６.３２７.９SPA 比率（％）

出所：矢野経済研究所『SPA マーケット総覧』
注：かっこ内は１９９９年から２０１１年の伸び率（％）。



６．家 計 消 費 支 出

これまで，アパレル産業の市場構造を製造業，卸売業，小売業の視点から見てきた。こ

の節の 後に，消費者の視点からアパレル産業がどの様に変化してきたのかを見ておくこ

とにする。

表１５は１９７０年から２０１４年の消費支出合計に対して，アパレル製品（衣服及び履物がこれ

に該当する）およびそのほかの支出項目（食料，住居，光熱・水道，家具・家事用品，保

健医療，交通・通信，教育，教養娯楽，その他の消費支出）のシェアの推移を見たもので

ある。

１９７０年に対して，２０１４年の消費支出が減少したのは，食料品，家具・家事用品，被服及

び履物の３つの項目になる。減少したこの３つの項目で見てみると，衣服及び履物の消費

支出の割合は１９７０年には９.４６％であったが，２０１４年には４.１３％に も大きく落ち込んでい

る。減少率は－４８.５％にものぼる。このように衣服及び履物は突出して減少幅が大きいこ

とは，アパレル製品の価格競争が激化して製品単価がどんどん下がっていったため，消費

者の購入金額が大幅に減少したことが考えられる。

また，図２においては１０項目の消費支出の時系列推移を見たものである。

アパレル産業の市場構造（浦上・武）
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表１５　消費支出シェアの推移

１９７０～２０１４
の増減率

２０１４２０１０２０００１９９０１９８０１９７０

－１６.９２４.０２３.３２３.３２５.４２９.０３４.１食料

４９.１６.２６.３６.６４.８４.６４.９住居

１１８.６８.２７.５６.８５.５５.７４.４光熱・水道

－１４.１３.７３.５３.５４.０４.３５.０家具・家事用品

－４８.５４.１４.０５.１７.４７.９９.５被服及び履物

９４.０４.４４.３３.６２.９２.５２.７保健医療

２２６.１１４.４１３.４１１.４９.５８.０５.２交通・通信

６３.４３.８４.１４.４４.７３.６２.７教育

３０.２１０.０１１.０１０.１９.７８.５９.０教養娯楽

１１.４２１.４２２.６２５.３２６.３２５.８２２.６
その他の
消費支出

１７.８２８２,２６５２９１,０７９３０９,０９６３２６,１７８２９４,０９２２３９,５５１消費支出計（円）

出所：総務省統計局『家計消費状況調査』（http://www.stat.go.jp/data/joukyou/index.htm）
注：消費者物価指数にて実質化。



この図を見て明らかなように，食料，家具・家事用品，衣服及び履物という３つの項目

の消費支出が年々減少している傾向が分かる。衣服及び履物の減少傾向は特にバブル崩壊

後が も激しい。バブル崩壊後から直近の２０１４年まで衣服及び履物に対する家計の消費支

出は著しく減少した。１９７０年の１に対して，２０１４年の指数はその半分の０.５ポイントまでに

減少している。他の消費項目では見られないような減少傾向がアパレル消費の特徴と言え

る。

７．お　わ　り　に

以上，本論文ではアパレル産業の歴史的変遷を製造業・卸売業・小売業のそれぞれで見

てきた。またアパレル産業においては規模の大きさが重要となるため，規模別に製造業・

卸売業・小売業のそれぞれの推移を見てみた。結果として製造業・卸売業・小売業のすべ

てにおいて，他産業および産業合計と比較して事業所数・従業者数において大きく減少し，

製造業においては製造品出荷額等，卸売業・小売業においては商品販売額がそれぞれ減少

していることが明らかとなった。従業員規模別にみた場合では製造業・卸売業・小売業の

それぞれにおいて異なる傾向が見られ，製造業においては比較的小規模事業者において減

少傾向が大きく，卸売業ではすべての規模において減少し，また小売業においては小規模
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図２　家計消費支出時系列変化

注：消費者物価指数にて実質化後に１９７０年を１とした



と大規模において減少傾向が見られたものの，１０～２９人規模においては逆に業績が向上し

ていることが明らかとなった。

次に，アパレル製品市場別に１９７０年から２０１３年までの上位企業およびその市場シェアの

推移と，上位４社市場シェア（CR４）の推移をみてきた。学生服を除くすべての製品市場

において CR４ は１９９０年以降横ばいもしくは減少したことが明らかとなった。つまり，ア

パレル市場がますます競争が激しくなったと考えられる。このことは，各製品市場におい

て上位５社の順位が頻繁に入れ替わっていることからも明らかである。

以上，アパレル産業は衰退産業である上に，中小企業が多く競争が激しい特徴を持って

いることが明らかとされたが，このような厳しい状況にありながら近年業績を伸ばしてい

る業態が存在することがよく知られている。それは，消費者のニーズを素早くキャッチし

て商品企画に生かし，店頭にて販売する直前に短期間での生産を可能にするという，SPA 

業態として知られているビジネス戦略である。この SPA の市場規模および歴史的変遷を

明らかにするために，『SPA マーケット総覧』の１９９９年から２０１１年までアパレル総小売及

び SPA 業態の市場規模を見た。結果，アパレル全体の小売は－１７.２％になっているにも

関わらず，SPA の市場規模は６０.６％と大きく増加していることが明らかとなった。

後に，アパレル産業の企業側の側面に対して，消費者側の側面を明らかにするために，

１９７０年から２０１４年までの家計消費支出の状況，つまり全消費支出に対する各消費支出項目

ごとのシェアの推移を見た。結果，アパレル商品に対する消費支出は１９７０年に対して２０１４

年においては消費支出のシェアは約２分の１程度までに減少した。これは，消費者がアパ

レル製品を購入する金額が大幅に減少したことを示している。つまり，アパレル製品を提

供している企業間における価格競争によって商品の単価が下がってきたとも考えられる。
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